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６ 総括 

令和４年度の決算については、歳入総額が２３，４０９，８５８，８３６円で、前年度歳入決算

額２３，１４３，２１２，１３６円と比較すると２６６，６４６，７００円、１．２％の増加であ

る。また、歳出総額が２１，６６６，９４０，７３４円で、前年度歳出決算額２０，８６５，２２

１，０６０円と比較すると８０１，７１９，６７４円、３．８％の増加である。   

その構成を見ると、歳入は自主財源比率が前年度決算と比較し１．９ポイントの増加、歳出は消

費的経費、その他の経費が減少し、投資的経費が増加している。 

令和４年度の決算の特徴として、歳入では、自主財源である市税の収入済額が前年度と比較する

と２５８，４９９，９９０円（３．２％）増加し、収納率は９８．４％と、前年の９８．０％と比

較すると０．４ポイント上昇している。これは、電話や文書による催告、戸別訪問の実施による自

主納付の促進や差押処分などの成果によるものである。 

このほか、繰越金が前年度決算額と比較すると５４７，７５９，８６８円（３１．７％）増加と

なった。これは、令和３年度の決算において歳入が市税、地方消費税交付金などの予算現額を上回

ったこと、歳出が国民健康保険特別会計繰出金、人件費、工事請負費などに残額が生じたことによ

り、実質収支額が２７６，００９，４６８円増加したことなどによるものである。 

歳出において、性質別では、投資的経費が前年度決算額を上回った。この理由として、教育費に

おける高萩北中学校校舎改修工事や、新高萩公民館建設工事を実施したことに伴う該当費用の増加

があげられる。 

また、科目別では、衛生費、労働費、農林水産業費、商工費、土木費、教育費、災害復旧費、諸

支出金が前年度決算額より増加となったが、その他の科目では減少となっている。 

以上のとおり、歳入においては、自主財源の要となる市税について、引き続き、滞納者に対する

催告等を行うとともに、厳正な滞納処分の実施を行い、滞納の解消に努めていただきたい。 

また、老朽化施設への対策などの財源については、国・県支出金及び寄附金などの制度による収

入を有効活用し、後年度負担が過度にならないよう、世代間負担の公平化を勘案しつつ、計画的な

財政運営を心掛けていただきたい。 

歳出においては、引き続き、ＪＲ高麗川駅東口の開設や高萩北部土地区画整理事業に向けた関連

経費の支出、小中一貫教育推進に向けた施設の更新及び長寿命化への対応、ゼロカーボンシティの

実現に向けた施策の実施等の経費などが見込まれる中で、新型コロナウイルス感染症による経済活

動の規制が緩和されたが、大幅な歳入増加が期待できず、引き続き厳しい財政運営が強いられるも

のと考えられる。これらのことから、適正な予算の執行や計画的な事務の執行を心掛けていただく

とともに、予算の執行に当たっては、執行状況を精査し所要の補正を行うなど、不用額の縮減に努

め、効率的な予算の執行に努めていただきたい。 

なお、審査の対象となった決算書及び附属書類は、日高市監査基準に基づいて審査し、いずれも

関係法令の規定に準拠して作成されており、その計数は正確であり、かつ、会計帳簿及び証書類の

処理も妥当であると認められた。 
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（２） 国民健康保険特別会計 

 

１ 概要 

（１） 歳入 

歳入総額は６，２１１，３４４，９６７円で、前年度歳入決算額６，３９３，０８８，４０１円

と比較すると１８１，７４３，４３４円、２．８％減少となっている。 

                                          （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

１ 
国 民 健 康 

保 険 税 

1,124,809,000 1,132,678,206 7,869,206 1,112,791,567 19,886,639 

    0.7%   1.8% 

２ 
国 庫 

支 出 金 

1,000 113,000 112,000 1,211,000 △1,098,000 

    11,200.0%   △90.7 

３ 県 支 出 金 
4,929,785,000 4,509,224,052 △420,560,948 4,715,302,413 △206,078,361 

    △8.5%   △4.4% 

４ 財 産 収 入 
1,000 0 △1,000 0 0 

    -   - 

５ 寄 附 金 
1,000 0 △1,000 0 0 

    -   - 

６ 繰 入 金 
524,542,000 463,154,142 △61,387,858 487,283,891 △24,129,749 

    △11.7%   △5.0% 

７ 繰 越 金 
89,242,000 89,241,973 △27 56,642,832 32,599,141 

    △0.0%   57.6% 

８ 諸 収 入 
8,013,000 16,933,594 8,920,594 19,856,698 △2,923,104 

    111.3%   △14.7% 

合 計 
6,676,394,000 6,211,344,967 △465,049,033 6,393,088,401 △181,743,434 

    △7.0%   △2.8% 
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（２） 歳出 

歳出総額は６，１５９，７２９，９０７円で、前年度歳出決算額６，３０３，８４６，４２８円

と比較すると１４４，１１６，５２１円、２．３％の減少となった。主な要因としては、保険給付

費２０５，０４８，４５６円（４．５％）の減少によるものである。 

                                          （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

１ 総 務 費 
29,515,000 27,704,738 1,810,262 23,309,043 4,395,695 

  93.9%     18.9% 

２ 保険給付費 
4,882,646,000 4,387,712,375 494,933,625 4,592,760,831 △205,048,456 

  89.9%     △4.5% 

３ 

国 民 健 康 

保険事業費 

納 付 金 

1,590,157,000 1,590,155,588 1,412 1,569,083,768 21,071,820 

  100.0%     1.3% 

４ 
財政安定化

基金拠出金 

1,000 0 1,000 0 0 

  0.0%     - 

５ 
共 同 事 業 

拠 出 金 

1,000 124 876 83 41 

  12.4%     49.4% 

６ 保健事業費 
75,543,000 58,088,168 17,454,832 57,614,192 473,976 

  76.9%     0.8% 

７ 基金積立金 
1,000 0 1,000 0 0 

  0.0%     - 

８ 諸 支 出 金 
96,119,000 96,068,914 50,086 61,078,511 34,990,403 

  99.9%     57.3% 

９ 予 備 費 
2,411,000 0 2,411,000 0 0 

  0.0%     - 

合 計 
6,676,394,000 6,159,729,907 516,664,093 6,303,846,428 △144,116,521 

  92.3%     △2.3% 

 

 

（３） 歳入歳出差引 

歳入歳出差引額は、５１，６１５，０６０円である。 
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２ 運営状況 

被保険者の加入状況は、本年度末で７，９０５世帯、１２，１１５人である。前年度と比較する

と、世帯数では３９９世帯（４．８％）減少、被保険者数は８０５人（６．２％）減少している。 

 

区 分 本 年 度 末 前 年 度 末 比 較 

世 帯 数 7,905 世帯 8,304 世帯 △399 世帯 

被 保 険 者 数 12,115 人 12,920 人 △805 人 

 

  （単位：円） 

区 分 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 額 増 減 率 

療 養 給 付 費 3,743,585,079 3,913,515,354 △169,930,275 △4.3% 

療  養  費 36,048,282 42,656,321 △6,608,039 △15.5% 

高 額 療 養 費 582,405,466 612,654,620 △30,249,154 △4.9% 

合 計 4,362,038,827 4,568,826,295 △206,787,468 △4.5% 

 

 

３ 各説 

（１） 歳入 

① 国民健康保険税 

 （単位：円） 

区 分 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較 増 減 率 

予 算 現 額 1,124,809,000 1,046,147,000 78,662,000 7.5% 

調 定 額 1,275,310,574 1,283,314,890 △8,004,316 △0.6% 

収 入 済 額 1,132,678,206 1,112,791,567 19,886,639 1.8% 

不 納 欠 損 額 1,249,200 32,647,190 △31,397,990 △96.2% 

還 付 未 済 額 1,434,000 1,487,900 0 0.0% 

収 入 未 済 額 142,817,168 139,364,033 3,453,135 2.5% 

収 入 率 対 予 算 100.7% 106.4%   

収 納 率 対 調 定 88.8% 86.7% 2.1 ポイント 

   現 年 課 税 分 95.7% 96.2% △0.5 ポイント 

   滞 納 繰 越 分 31.2% 29.2% 2.0 ポイント 

 

予算現額１，１２４，８０９，０００円、調定額１，２７５，３１０，５７４円、収入済額１，

１３２，６７８，２０６円で、予算現額に対する収入率は、１００．７％である。また、調定額に
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対する収納率は、現年課税分９５．７％、滞納繰越分３１．２％で、合計収納率は８８．８％とな

り前年度の収納率８６．７％より２．１ポイント増加した。 

不納欠損額は、１，２４９，２００円（１５件）であり、いずれも地方税法第１５条の７及び第

１８条の規定による所定の手続きにより不納欠損処分されている。 

収入未済額は、現年課税分５０，４８２，５６０円（５５２件）、滞納繰越分９２，３３４，６

０８円（７９７件）である。なお、還付未済額は１，４３４，０００円（２８６件）である。 

 

② 繰入金 

予算現額５２４，５４２，０００円に対して、収入済額４６３，１５４，１４２円であり、これ

は、一般会計からの繰入金である。 

 

 

（２） 歳出 

保険給付費における療養給付費、療養費及び高額療養費が減少し、前年度より２０５，０４８，

４５６円（４．５％）減少となっている。他に、出産育児諸費の出産育児一時金１２，０５４，２

８０円（２９件）、葬祭諸費の葬祭費４，８００，０００円（９６件）、傷病手当金の傷病手当金６

０４，９６５円（１７件）が支出されている。 

 

 

４ 審査の結果 

審査の対象となった決算書及び附属書類は、日高市監査基準に基づいて審査し、いずれも関係法

令の規定に準拠して作成されており、その計数は正確であり、かつ、会計帳簿、証書類の処理も妥

当であると認められた。 
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（３） 後期高齢者医療特別会計 
 

１ 概要 

（１） 歳入 

歳入総額は８６６,１６３,８５３円で、前年度歳入決算額７５９，２５４，８２５円と比較する

と１０６，９０９，０２８円、１４．１％の増加となっている。 

（単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

１ 
後期高齢者

医療保険料 

716,150,000 695,761,930 △20,388,070 610,446,194 85,315,736 

    △2.8%   14.0% 

２ 繰 入 金 
178,423,000 162,102,285 △16,320,715 145,468,701 16,633,584 

    △9.1%   11.4% 

３ 繰 越 金 
4,200,000 4,199,577 △423 2,554,079 1,645,498 

    △0.0%   64.4% 

４ 諸 収 入 
1,005,000 4,100,061 3,095,061 785,851 3,314,210 

    308.0%   421.7% 

合 計 
899,778,000 866,163,853 △33,614,147 759,254,825 106,909,028 

    △3.7%   14.1% 
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（２） 歳出 

歳出総額は８６１，１３５，３３５円で、前年度歳出決算額７５５，０５５，２４８円と比較す

ると１０６，０８０，０８７円、１４．０％の増加となっている。 

（単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

１ 総 務 費 
31,216,000 27,100,907 4,115,093 24,359,548 2,741,359 

  86.8%     11.3% 

２ 

後期高齢者

医 療 広 域 

連合納付金 

862,361,000 828,852,540 33,508,460 727,463,070 101,389,470 

  96.1%     13.9% 

３ 諸 支 出 金 
5,201,000 5,181,888 19,112 3,232,630 1,949,258 

  99.6%     60.3% 

４ 予 備 費 
1,000,000 0 1,000,000 0 0 

  -     - 

合 計 
899,778,000 861,135,335 38,642,665 755,055,248 106,080,087 

  95.7%     14.0% 

 

 

（３） 歳入歳出差引 

歳入歳出差引額は、５，０２８，５１８円である。 

 

 

２ 被保険者数について 

後期高齢者医療被保険者数は、令和４年度末で９，５３３人である。前年度と比較すると、６２

７人（７．０％）増加している。 

 

 

３ 審査の結果 

審査の対象となった決算書及び附属書類は、日高市監査基準に基づいて審査し、いずれも関係法

令の規定に準拠して作成されており、その計数は正確であり、かつ、会計帳簿、証書類の処理も妥

当であると認められた。 
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（４） 介護保険特別会計 
 

１ 概要 

（１） 歳入 

歳入総額は４，３１１，５１３，８５３円で、前年度歳入決算額４，２２０，３５６，０６６円

と比較すると９１，１５７，７８７円、２．２％の増加となった。主な要因としては、支払基金交

付金４０，３５１，７７７円（３．９％）、繰入金８３，１００，６６０円（１２．７％）の増加

によるものである。 

（単位：円）  

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

１ 保 険 料 
1,021,994,000 1,018,474,780 △3,519,220 1,014,313,895 4,160,885 

    △0.3%   0.4% 

２ 国庫支出金 
802,853,000 770,860,227 △31,992,773 767,420,934 3,439,293 

    △4.0%   0.4% 

３ 
支 払 基 金 

交 付 金 

1,148,421,000 1,082,019,777 △66,401,223 1,041,668,000 40,351,777 

    △5.8%   3.9% 

４ 県 支 出 金 
641,415,000 630,022,114 △11,392,886 624,005,619 6,016,495 

    △1.8%   1.0% 

５ 財 産 収 入 
193,000 15,826 △177,174 86,055 △70,229 

    △91.8%   △81.6% 

６ 繰 入 金 
811,931,000 739,300,740 △72,630,260 656,200,080 83,100,660 

    △8.9%   12.7% 

７ 繰 越 金 
70,642,000 70,641,874 △126 116,397,799 △45,755,925 

    △0.0%   △39.3% 

８ 諸 収 入 
21,000 178,515 157,515 263,684 △85,169 

    750.1%   △32.3% 

合 計 
4,497,470,000 4,311,513,853 △185,956,147 4,220,356,066 91,157,787 

    △4.1%   2.2% 
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（２） 歳出 

歳出総額は４，１８３，８２０，３５２円で、前年度歳出決算額４，１４９，７１４，１９２円

と比較すると３４，１０６，１６０円、０．８％の増加である。主な要因としては、保険給付費１

２９，９８１，１５８円（３．５％）の増加によるものである。 

（単位：円）  

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

１ 総 務 費 
52,206,000 47,154,804 5,051,196 46,777,230 377,574 

  90.3%     0.8% 

２ 保険給付費 
4,141,700,000 3,884,650,833 257,049,167 3,754,669,675 129,981,158 

  93.8%     3.5% 

３ 基金積立金 
5,301,000 5,123,770 177,230 44,517,598 △39,393,828 

  96.7%     △88.5% 

４ 
地 域 支 援 

事 業 費 

220,554,000 178,362,897 42,191,103 183,857,952 △5,495,055 

  80.9%     △3.0% 

５ 諸 支 出 金 
68,763,000 68,528,048 234,952 119,891,737 △51,363,689 

  99.7%     △42.8% 

６ 予 備 費 
8,946,000 0 8,946,000 0 0 

  -    - 

合 計 
4,497,470,000 4,183,820,352 313,649,648 4,149,714,192 34,106,160 

  93.0%     0.8% 

 

 

（３） 歳入歳出差引 

歳入歳出差引額は１２７，６９３，５０１円である。
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２ 各説 

（１） 歳入 

① 保険料  

                   （単位：円）  

区 分 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較 増 減 率 

予 算 現 額 1,021,994,000 1,019,561,000 2,433,000 0.2% 

調 定 額 1,036,543,636 1,035,070,109 1,473,527 0.1% 

収 入 済 額 1,018,474,780 1,014,313,895 4,160,885 0.4% 

不 納 欠 損 額 6,051,301 6,661,933 △610,632 △ 9.2% 

還 付 未 済 額 1,115,480 963,760 151,720 15.7% 

収 入 未 済 額 13,133,035 15,058,041 △ 1,925,006 △ 12.8% 

収入率 対 予 算 99.7% 99.5%   

収納率 対 調 定 98.3% 98.0% 0.3 ポイント 

   現 年 度 分 99.5% 99.4% 0.1 ポイント 

   滞 納 繰 越 分 15.0% 15.0% 0.0 ポイント 

 

予算現額１，０２１，９９４，０００円、調定額１，０３６，５４３，６３６円、収入済額１，

０１８，４７４，７８０円で、予算現額に対する収入率は９９．７％である。また、調定額に対

する収納率は、現年度分９９．５％（前年度９９．４％）、滞納繰越分１５．０％（前年度１５．

０％）で、合計収納率は９８．３％となり、前年度の収納率９８．０％から０．３ポイント増加

した。 

不納欠損額は、６，０５１，３０１円（６７６件／１４７人）であり、いずれも介護保険法第

２００条第１項の規定に基づく所定の手続により不納欠損処分されている。 

収入未済額については、現年度分６，４０９，６４０円（８１７件／１８３人）、滞納繰越分６，

７２３，３９５円（７９９件／２５３人）で、合計１３，１３３，０３５円である。還付未済額

は１，１１５，４８０円（２０５件／１４９人）である。 

 

 

② 繰入金 

予算現額８１１，９３１，０００円に対して、収入済額７３９，３００，７４０円であり、内

訳は、一般会計からの繰入金６４８，３００，７４０円、基金からの繰入金９１，０００，００

０円である。 

 

 

（２）  歳出 

要介護及び要支援認定者数は、令和４年度末で２，６９５人であり、前年度より１０５人増えて

いる。給付の状況は、介護サービス等諸費３，６１０，６８７，４８３円、介護予防サービス等諸

費８８，７２２，５０９円、高額介護サービス等費８３，２２７，９５２円、高額医療合算介護サ

ービス等費９，０６５，９３１円、特定入所者介護サービス等費８２，３２５，９０５円等であ

る。 
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３ 審査の結果 

審査の対象となった決算書及び附属書類は、日高市監査基準に基づいて審査し、いずれも関係法

令の規定に準拠して作成されており、その計数は正確であり、かつ、会計帳簿、証書類の処理も妥

当であると認められた。 
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（５） 武蔵高萩駅北土地区画整理事業特別会計 
 

１ 概要 

（１） 歳入 

歳入総額は２９７，２５４，５５０円で、前年度歳入決算額５１３，９６９，９１６円と比較す

ると、２１６，７１５，３６６円、４２．２％の減少となった。主な要因としては、市債１４０，

５００，０００円が皆減になったことや、繰越金８４，５１３，１６６円（５９．２％）の減少に

よるものである。 

（単位：円）  

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

１ 保 留 地 

処 分 金 

1,000 9,636,000 9,635,000 31,739,200 △22,103,200 

    963,500.0%  △69.6% 

２ 国庫支出金 
35,799,000 25,673,000 △10,126,000 24,862,000 811,000 

    △28.3%  3.3% 

３ 繰 入 金 
203,602,000 203,602,000 0 174,012,000 29,590,000 

    0.0%  17.0% 

４ 繰 越 金 
58,343,000 58,343,550 550 142,856,716 △84,513,166 

    0.0%  △59.2% 

５ 諸 収 入 
1,000 0 △1,000 0 0 

    －  - 

 市 債 
0 0 0 140,500,000 △140,500,000 

    －  皆減 

合 計 
297,746,000 297,254,550 △491,450 513,969,916 △216,715,366 

    △0.2%   △42.2% 
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（２） 歳出 

予算現額２９７，７４６，０００円に対し、支出済額は２５２，２２１，５５９円であり、前年

度と比較すると２０３，４０４，８０７円、４４．６％の減少となった。 

なお、事業費のうち、土地区画整理事業の委託料３６，７２９，０００円が翌年度へ繰り越し

た。 

 

（単位：円）  

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

１ 事 業 費 
106,328,000 62,242,101 7,356,899 280,372,309 △218,130,208 

  58.5%     △77.8% 

２ 公 債 費 
190,918,000 189,979,458 938,542 175,254,057 14,725,401 

  99.5%     8.4% 

３ 予 備 費 
500,000 0 500,000 0 0 

 -     - 

合 計 
297,746,000 252,221,559 8,795,441 455,626,366 △203,404,807 

  84.7%     △44.6% 

 

 

（３） 歳入歳出差引 

歳入歳出差引額は４５，０３２，９９１円である。 

 

 

２ 支出内容 

支出済額の主なものは、事業費の土地区画整理事業（武蔵高萩駅北事業費）８，６４１，７５７

円、公債費の土地区画整理事業債元金償還事務（元金）１８５，１３９，４１３円である。 

 

 

３ 審査の結果 

審査の対象となった決算書及び附属書類は、日高市監査基準に基づいて審査し、いずれも関係法

令の規定に準拠して作成されており、その計数は正確であり、かつ、会計帳簿、証書類の処理も妥

当であると認められた。 
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 ［財産に関する調書］ 

 （１）公有財産 

区 分 内 訳 
令和３年度末 

現 在 高 

令和４年度中 

増 減 高 

令和４年度末 

現 在 高 

１ 土 地 本庁舎・その他 1,516,465.49 497.24 1,516,962.73 

２ 建 物 本庁舎・その他 128,618.59 794.41 129,413.00 

３ 出資による権利 出資金・出捐金 423,267,000 0 423,267,000 

 

  １ 土地 

 武蔵高萩駅北土地区画整理地内の保留予定地を日高市の換地へ変更したことなどにより、令

和４年度は４９７．２４㎡の増加となり、令和４年度末の現在高は１，５１６，９６２．７３㎡

となっている。 

 

  ２ 建物 

    新高萩公民館開設により、令和４年度は７９４．４１㎡の増加となり、令和４年度末の現在

高は１２９,４１３．００㎡となっている。 

 

  ３ 出資による権利 

    川越総合卸売市場株式会社出資金４０６，５５０，０００円をはじめとして勤労者住宅資金

貸付預託金８，０００，０００円など合計７件の権利があり、現在高は４２３，２６７，００

０円となっている。 

 

 （２）物品 

    令和３年度末の現在高は、車両８３台と防災倉庫１２棟であり、令和４年度は車両１台が増

加、１台が減少となり、令和４年度末の現在高は、車両８３台と防災倉庫１２棟となっている。 

 

（３）基金 

    基金については、令和３年度末時点で財政調整基金、介護給付費準備基金及びまちづくり基

金など１３の基金があり、同年度末の現在高は４，８５９，７３３，０００円であった。令和

４年度中の増減により、同年度末の現在高は５，６０５，６９３，０００円となっている。 
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［基金］ 

基金運用状況 

 

１ 運用状況 

（１） 厚生基金 

決算年度末残高は、貸付金２，３９４，０００円、現金１，６０６，０００円の合計４，０ 

  ００，０００円である。 

 

 

（２） 高額療養費貸付基金 

決算年度末残高は、貸付金０円、現金５，０００，０００円の合計５，０００，０００円で 

  ある。 

 

 

（３） 用品調達基金 

毎月運用され、決算年度末残高は、用品０円、現金１０，０００，０００円の合計１０，０ 

００，０００円である。 

 

 

２ 審査の結果 

各基金の管理は適正であり、基金の設置目的に従い、確実に運用されている。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


